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景気 DI は 31.5 で 3 カ月連続悪化、国内景気は踊り場局面入り 
～ これまでの回復はやや打ち消され、リーマン・ショック時を下回る水準に逆戻りする可能性も ～ 

 

 
 
（調査対象2万2,822社、有効回答1万1,163社、回答率48.9％、調査開始2002年5月） 

 

< 2010 年10 月の動向 ： 踊り場局面 >  

2010年10月の景気動向指数（景気DI：0～100、50が判断の分かれ目）は、前月比

1.2ポイント減の31.5となり、3カ月連続で悪化した。 
業界別にみると、『製造』（33.4）や『小売』（29.6）、『サービス』（32.4）など 10 業

界すべてが、2009年12月以来、10カ月ぶりにそろって悪化した。 
特に、『製造』は食品や衣料、電機、機械、自動車関連をはじめとして全12業種が悪

化した。また、『小売』でも自動車関連が 2 カ月連続で大幅に悪化したほか、家電やス

ーパー・百貨店関連業種なども悪化した。円高や外需の減速に加え、内需が脆弱ななか

での政策支援終了も大きな下押し要因となっている。国内景気は回復力が急速に弱まっ

ており、踊り場局面に入っている。 
 

① 円高の進行や外需の減速により、『製造』は全12 業種が悪化し、3 カ月連続で悪化 

・日銀は5日、実質的なゼロ金利や量的緩和など包括緩和政策の実施を発表したが、円

高の進行を食い止めるには至らず、1ドル＝80円台に突入し、輸出企業の収益性は厳

しさを増した。米内需の低迷など外需の減速も影響して、「電気機械製造」（37.1）や

「輸送用機械・器具製造」（38.4）が悪化するなど『製造』は全12業種が2008年12
月以来、1年10カ月ぶりにそろって悪化し、3カ月連続の悪化となった。  

②政策支援の終了で、「自動車・同部品小売」はリーマン・ショック時を下回る水準に急落 

・エコカー補助金の終了（9 月 7 日）により、「自動車・同部品小売」（22.4）は前月比

9.5ポイント減となり、補助金終了前の2010年8月（42.7）と比べ、わずか2カ月間

で20.3ポイント悪化し、リーマン・ショック時を下回る水準に急落。そのほか、関連

する機械・部品メーカーや卸売、サービスなど幅広い業種にも影響を与えた。 
・「家電・情報機器小売」（33.3）は、政府が家電エコポイントを 12 月よりほぼ半減す

る方針を 10 月 8 日に固めたことで、高価格帯の薄型TV などに駆け込み需要が増加

したにもかかわらず、消費意欲の低迷により業種全体では悪化した。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
< 今後の見通し ： 踊り場局面 > 
企業はアジア需要の取り込みを強化している。こうしたなか、羽田空港の新国際線タ

ーミナルが開業（10月21日）し、物流の活性化や外国人観光客の増加などが期待され

るほか、日本とインドのEPA（経済連携協定）が合意に至った（同25日）。また、2010
年度補正予算案が閣議決定（同26日）され、雇用の回復にも期待がかかる。 
しかし、足元では輸出が減速傾向にあり、レアアースの輸出規制や反日デモなど中国

リスクを再認識させる動きも目立ち、円高や資源高、デフレなども先行き不透明感を増

幅させている。貿易交渉においても、韓国とEUがFTA（自由貿易協定）に正式署名す

るなど日本は依然として出遅れており、一段の競争力低下が懸念される。 
景気予測 DI は「１カ月後」（30.8、当月比 0.7 ポイント減）、「3 カ月後」（29.4、同

2.1 ポイント減）、「6 カ月後」（30.8、同 0.7 ポイント減）となった。国内景気は踊り場

局面が見込まれるが、これまでの回復はやや打ち消され、リーマン・ショック時（2008
年9月：29.3）を下回る水準に逆戻りする可能性もある。 

 
 
 
 
 

TDB 景気動向調査（全国）  ― 2010年10月調査 ― 2010年11月4日 
株式会社帝国データバンク 産業調査部 

              http：//www.tdb.co.jp/ 
                 景気動向調査専用HP  http：//www.tdb-di.com/ 

2009年10月 11月 12月 2010年1月 2月 3月 4月 5月 6月

24.9 24.7 23.9 25.1 26.7 28.8 30.7 31.7 32.3

前月比 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.8 1.2 1.6 2.1 1.9 1.0 0.6

2010年7月 8月 9月 10月 1カ月後 3カ月後 6カ月後 1年後

33.5 33.2 32.7 31.5 30.8 29.4 30.8 31.7

前月比 1.2 ▲ 0.3 ▲ 0.5 ▲ 1.2 2010年10月比 ▲ 0.7 ▲ 2.1 ▲ 0.7 0.2
※1：網掛けなしは改善、黄色の網掛けは横ばい、青色の網掛けは悪化を示す
※2：景気予測DIは、ARIMAモデルに経済統計を加えたstructural ARIMAモデルで分析
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〔 2009年 ～ 前月までの動向 〕
2009年春先の景気底入れ以後、景気DIは改善基調を持続。

雇用や所得低迷、ﾃﾞﾌﾚ、円高、新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等で一時踊り場となり、
2010年は内外需の底上げにより回復傾向となったが、8月より再び変調の兆し。
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業界別：『製造』は全12 業種が 1 年10 カ月ぶりにそろって悪化 

・2009年12月以来、10カ月ぶりに10業界すべてが悪化した。  
・『製造』（33.4）… 前月比1.9ポイント減。外需の減速や円高による影響で、3カ月連続

で悪化した。「電気機械製造」（37.1）は家電エコポイントによる需要の下支えが続いて

いるにもかかわらず、同 3.7 ポイント減と3 カ月連続で悪化し、『製造』12 業種中で最

も大きく悪化した。また、エコカー補助金が終了（9月7日）したことで、「輸送用機械・

器具製造」（38.4）も同1.3ポイント減となっており、そのほか、食品や衣料、建材、鉄

鋼、機械なども悪化し、全12業種が2008年12月以来、1年10カ月ぶりにそろって悪

化した。 
・『小売』（29.6）… 同2.2ポイント減。内需の停滞により3カ月連続で悪化した。特に、

エコカー補助金が終了（9月7日）した影響で「自動車・同部品小売」（22.4）は同9.5
ポイント減となり、補助金終了前の2010年8月（42.7）から2カ月間で20.3ポイント

悪化。リーマン・ショック時（2008年9月：23.4）を下回る水準に急落した。また、ス

ーパーや百貨店などの動向を表す「各種商品小売」（31.5）も同3.1ポイント減と大きく

悪化した。10月8日、政府が家電エコポイントを12月からほぼ半減する方針を固めた

ことで、高価格帯の薄型TVなどに駆け込み需要が増加した「家電・情報機器小売」（33.3）
も、業種全体では同1.6ポイント減と悪化した。 

・『サービス』（32.4）… 同 0.7 ポイント減。消費意欲の低迷により「飲食店」（28.6）が

同 6.7 ポイント減と大幅に悪化したほか、広告や医療、教育関連業種でも悪化したこと

で、『サービス』全体では3カ月連続で悪化し、10業界中（『その他』除く）で唯一、リ

ーマン・ショック前を下回る水準が続いた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

→ 最高の『農・林・水産』と最低の『建設』の格差（10.4 ポイント、同 0.2 ポイン

ト増、『その他』除く）は、3カ月ぶりに拡大した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界別グラフ（2006年1月からの月別推移）
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農・林・水産 29.0 28.3 28.9 29.7 26.8 26.8 28.6 31.1 32.5 33.8 33.7 38.5 36.7 36.2 35.6 ▲ 0.6 6.6

金融 30.0 30.1 27.9 28.2 26.2 28.3 28.1 30.4 33.2 32.1 32.9 34.1 34.4 34.0 32.6 ▲ 1.4 2.6

建設 24.4 24.3 22.3 22.0 20.8 21.0 22.5 23.5 23.3 23.8 24.6 26.1 25.6 26.0 25.2 ▲ 0.8 0.8

不動産 25.2 24.7 26.9 25.4 23.9 26.2 26.9 28.2 30.0 31.6 32.6 33.4 31.8 33.1 32.6 ▲ 0.5 7.4

飲食料品・飼料製造 33.5 31.6 30.7 29.9 29.0 28.7 29.2 31.9 33.3 34.1 34.1 34.7 33.9 33.6 31.8 ▲ 1.8 ▲ 1.7

繊維・繊維製品・服飾品製造 27.8 28.6 22.4 23.1 21.5 23.2 24.0 26.7 28.4 30.7 32.8 33.9 31.6 31.4 29.8 ▲ 1.6 2.0

製造 建材・家具、窯業・土石製品製造 24.7 25.1 21.2 21.6 20.0 21.3 24.1 26.0 25.5 26.0 26.8 27.9 27.7 29.1 28.7 ▲ 0.4 4.0

パルプ・紙・紙加工品製造 31.8 29.8 29.0 27.0 26.7 28.0 28.7 31.9 34.4 35.1 36.3 35.5 34.8 33.6 32.5 ▲ 1.1 0.7

出版・印刷 25.4 24.9 22.1 21.2 21.4 21.4 21.5 24.4 26.7 26.8 25.9 26.5 24.9 25.7 23.9 ▲ 1.8 ▲ 1.5

化学品製造 32.5 30.5 31.1 32.9 31.9 32.1 33.6 36.6 38.9 40.4 40.0 42.4 42.1 40.3 38.4 ▲ 1.9 5.9

鉄鋼・非鉄・鉱業 33.4 31.8 21.9 23.1 22.7 25.1 27.3 30.3 32.6 34.6 34.1 36.5 35.9 35.6 33.7 ▲ 1.9 0.3

機械製造 36.0 34.8 20.7 20.4 21.5 24.6 27.0 29.0 33.1 33.7 36.0 38.2 38.3 36.7 35.2 ▲ 1.5 ▲ 0.8

電気機械製造 35.1 32.4 26.4 26.7 27.0 29.4 31.1 35.2 37.8 40.1 42.5 43.2 42.1 40.8 37.1 ▲ 3.7 2.0

輸送用機械・器具製造 40.2 37.3 25.8 26.9 28.0 30.5 32.4 34.6 38.5 39.8 43.4 43.7 40.2 39.7 38.4 ▲ 1.3 ▲ 1.8

精密機械、医療機械・器具製造 34.2 33.5 25.0 28.2 29.5 31.5 34.2 35.3 38.9 37.4 40.7 43.8 43.0 42.6 40.2 ▲ 2.4 6.0

その他製造 28.1 27.5 21.6 22.0 19.1 22.7 23.9 27.0 29.7 28.3 29.1 28.0 26.6 27.0 24.3 ▲ 2.7 ▲ 3.8

全　体 32.4 30.9 24.9 25.3 25.0 26.6 28.2 31.0 33.4 34.5 35.3 36.7 35.9 35.3 33.4 ▲ 1.9 1.0

飲食料品卸売 31.0 30.2 28.5 27.0 26.1 25.4 27.3 29.3 31.1 32.4 32.4 32.1 33.2 31.9 31.6 ▲ 0.3 0.6

繊維・繊維製品・服飾品卸売 25.5 24.2 21.6 19.4 18.8 20.9 21.8 24.1 26.6 27.8 27.0 29.5 28.6 28.7 27.7 ▲ 1.0 2.2

卸売 建材・家具、窯業・土石製品卸売 22.9 23.4 20.9 20.3 18.9 20.0 22.1 23.5 24.2 25.1 24.2 26.0 26.7 27.2 27.3 0.1 4.4

紙類・文具・書籍卸売 28.2 25.8 23.6 24.8 24.4 24.5 25.6 27.6 32.7 31.1 30.1 29.8 28.0 28.9 27.4 ▲ 1.5 ▲ 0.8

化学品卸売 34.0 33.7 29.4 28.5 28.3 30.3 31.9 34.0 37.6 40.6 39.7 39.3 39.1 37.3 36.7 ▲ 0.6 2.7

再生資源卸売 45.8 46.5 29.7 29.5 28.3 30.4 36.4 42.5 53.2 48.6 40.5 35.3 39.7 40.2 35.5 ▲ 4.7 ▲ 10.3

鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売 31.0 29.3 21.4 21.6 21.4 23.5 24.9 28.0 30.1 30.3 31.0 32.3 31.7 32.2 30.9 ▲ 1.3 ▲ 0.1

機械・器具卸売 32.1 30.8 23.5 23.8 23.1 25.1 27.4 30.3 33.4 34.0 35.8 37.1 36.8 35.7 34.3 ▲ 1.4 2.2

その他の卸売 29.8 28.6 27.5 26.8 26.0 25.8 27.0 29.8 31.8 32.4 32.4 34.0 32.9 31.7 30.8 ▲ 0.9 1.0

全　体 30.1 29.1 24.5 24.1 23.4 24.6 26.4 28.9 31.5 32.3 32.7 33.7 33.5 32.8 31.9 ▲ 0.9 1.8

飲食料品小売 32.1 30.9 28.2 28.5 25.5 26.8 27.5 31.0 29.3 33.1 32.5 32.2 31.6 31.9 30.5 ▲ 1.4 ▲ 1.6

繊維・繊維製品・服飾品小売 26.8 25.6 21.9 20.3 20.8 19.5 21.8 26.8 24.4 29.3 28.3 27.4 26.5 24.3 29.4 5.1 2.6

医薬品・日用雑貨品小売 32.1 31.5 37.1 38.6 34.2 36.5 30.8 32.6 35.8 42.2 40.4 41.3 37.5 34.7 38.2 3.5 6.1

小売 家具類小売 17.9 18.2 20.4 16.7 16.7 18.1 21.2 29.2 29.2 22.2 22.2 28.2 26.9 29.5 27.4 ▲ 2.1 9.5

家電・情報機器小売 33.0 31.7 27.5 27.3 25.8 28.1 28.2 32.4 33.8 32.5 34.1 35.6 34.5 34.9 33.3 ▲ 1.6 0.3

自動車・同部品小売 23.6 23.4 27.1 29.2 26.5 31.2 27.9 35.0 35.2 34.5 35.5 42.6 42.7 31.9 22.4 ▲ 9.5 ▲ 1.2

専門商品小売 23.7 25.2 24.7 24.3 23.1 23.8 26.2 26.9 28.3 29.5 30.0 31.5 31.1 31.7 28.9 ▲ 2.8 5.2

各種商品小売 34.9 33.1 26.2 27.0 24.1 27.5 28.2 27.9 31.2 31.9 32.2 34.6 35.6 34.6 31.5 ▲ 3.1 ▲ 3.4

その他の小売 22.9 22.2 26.2 16.7 19.4 14.3 25.0 21.4 21.4 23.8 31.0 25.0 23.3 28.6 31.0 2.4 8.1

全　体 28.0 27.8 26.3 26.5 24.4 25.9 26.7 29.3 30.1 31.6 31.8 33.7 33.2 31.8 29.6 ▲ 2.2 1.6

運輸・倉庫 29.8 30.2 26.0 26.0 24.8 25.8 27.4 28.8 31.1 33.1 33.6 35.2 36.6 35.3 33.9 ▲ 1.4 4.1

飲食店 33.3 31.9 26.7 21.6 20.3 22.0 23.2 28.7 31.3 31.5 31.1 35.3 32.4 35.3 28.6 ▲ 6.7 ▲ 4.7

電気通信 44.4 43.6 43.3 47.9 42.4 48.6 42.4 43.9 44.4 46.7 50.0 51.3 55.6 50.0 50.0 0.0 5.6

電気・ガス・水道・熱供給 37.0 38.9 31.3 35.4 37.5 33.3 31.7 31.7 35.4 41.7 31.5 41.7 40.7 38.9 38.9 0.0 1.9

リース・賃貸 32.0 31.2 27.2 26.0 26.2 28.4 30.7 29.7 31.7 30.2 32.6 32.0 32.2 32.3 33.0 0.7 1.0

旅館・ホテル 30.7 29.8 21.8 21.0 20.9 21.5 22.5 26.5 27.9 24.8 26.5 26.1 32.4 27.8 26.6 ▲ 1.2 ▲ 4.1

娯楽サービス 29.0 29.6 25.2 28.8 25.2 26.1 30.1 29.0 29.7 29.7 30.2 30.2 31.9 30.7 33.9 3.2 4.9

サービス 放送 30.4 26.7 27.8 22.6 24.4 25.0 26.7 29.2 25.6 32.1 33.3 36.5 36.5 36.5 40.6 4.1 10.2

メンテナンス・警備・検査 34.6 33.3 28.3 28.6 27.6 27.9 29.0 30.6 31.7 32.0 30.6 33.0 35.4 35.5 33.8 ▲ 1.7 ▲ 0.8

広告関連 26.7 26.2 19.6 20.0 17.9 20.1 21.3 23.1 25.0 27.0 25.7 26.9 26.3 26.8 25.7 ▲ 1.1 ▲ 1.0

情報サービス 38.8 35.7 26.6 25.8 25.7 27.1 28.6 30.5 32.6 33.6 35.5 35.5 34.2 33.1 33.2 0.1 ▲ 5.6

人材派遣・紹介 40.1 38.8 21.3 19.7 22.8 23.2 23.9 26.8 30.9 32.2 31.7 35.2 36.0 35.4 35.4 0.0 ▲ 4.7

専門サービス 31.1 29.3 28.2 26.8 26.4 26.1 28.8 28.9 31.4 32.0 32.7 32.5 32.5 31.3 30.1 ▲ 1.2 ▲ 1.0

医療・福祉・保健衛生 35.3 34.1 29.0 27.9 25.8 27.8 27.4 30.9 31.9 33.7 34.7 36.1 35.5 35.6 34.4 ▲ 1.2 ▲ 0.9

教育サービス 34.9 31.0 28.7 31.5 26.0 28.4 32.2 36.7 32.5 35.0 36.5 39.4 38.1 35.8 35.1 ▲ 0.7 0.2

その他サービス 37.1 33.8 31.1 30.6 30.5 29.7 30.4 32.1 34.8 36.8 36.9 37.1 36.3 37.1 34.7 ▲ 2.4 ▲ 2.4

全　体 34.2 32.4 26.7 26.1 25.6 26.6 28.0 29.5 31.5 32.3 32.9 33.7 33.6 33.1 32.4 ▲ 0.7 ▲ 1.8

その他 25.7 23.8 19.3 19.9 13.7 19.5 17.8 20.8 20.5 21.6 25.6 21.9 26.7 27.0 24.8 ▲ 2.2 ▲ 0.9

  格差（10業界別『その他』除く） 9.8 8.1 6.6 7.7 6.0 7.3 6.1 7.6 10.1 10.7 10.7 12.4 11.1 10.2 10.4

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す
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規模別：「大企業」「中小企業」とも 3 カ月連続で悪化 

・「大企業」（33.0、前月比1.3ポイント減）、「中小企業」（31.0、同1.2ポイント減）は3
カ月連続で悪化し、「小規模企業」（27.6、同1.2ポイント減）も2カ月ぶりに悪化した。 

→ 「大企業」と「中小企業」の規模間格差（2.0 ポイント、同 0.1 ポイント減）は、

4カ月ぶりに縮小した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域別：製造業の悪化が大きく影響し、『北関東』『南関東』『東海』など 9 地域悪化 

・ほぼ横ばいの『四国』を除く『北関東』や『南関東』、『東海』など9地域が悪化した。  
・『北関東』（31.0）… 前月比 2.1 ポイント減。域内の『製造』（34.0）が同 2.7 ポイント

減と『東海』の『製造』に次ぐ悪化幅となり、『卸売』（28.7）や『小売』（31.9）、『サー

ビス』（33.7）なども悪化した。これにより、『北関東』は地域別で最も大きく悪化し、

4カ月ぶりに全国の景気DI（31.5）を下回った。 
・『南関東』（32.9）… 同 1.1 ポイント減。業界別でみると『小売』（30.7）が同 2.9 ポイ

ント減となり、『製造』（34.1）も同 2.2 ポイント減と大きく悪化。そのほか、『卸売』

（34.3）や『サービス』（33.4）なども悪化した。『南関東』は全国 10 地域中の首位を

維持したが、外需の減速や内需の停滞によって3カ月連続で悪化した。 
・『東海』（30.7）… 同 1.8 ポイント減。外需の減速や円高の影響で『製造』（32.6）が同

3.0ポイント減と10地域中で最も大きく悪化した。そのほか、『卸売』（30.7）や『サー

ビス』（31.2）なども悪化したことで、『東海』は2カ月連続で全国の景気DI（31.5）を

下回った。  
→  最高の『南関東』と最低の『北海道』との格差（6.1 ポイント、同 0.2 ポイント

増）は、2カ月連続で拡大した。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15

20

25

30

35

40

45

50

55

06年1月 4月 7月 10月 07年1月 4月 7月 10月 08年1月 4月 7月 10月 09年1月 4月 7月 10月 10年1月 4月 7月 10月

大企業 中小企業 （うち小規模企業）

規模別グラフ（2006年1月からの月別推移）

08年
8月

08年
9月

09年
10月

11月 12月
10年
1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 前月比
ﾘｰﾏﾝ･ｼｮｯｸ前
(2008年8月)
との比較

大企業 32.3 31.4 26.0 25.9 25.2 26.3 27.9 30.0 31.9 33.3 33.7 35.1 34.8 34.3 33.0 ▲ 1.3 0.7

中小企業 29.6 28.6 24.5 24.3 23.5 24.7 26.3 28.5 30.4 31.2 31.9 33.0 32.7 32.2 31.0 ▲ 1.2 1.4

（うち小規模企業） 26.3 25.4 23.0 22.4 21.6 22.6 24.0 25.9 26.9 27.4 28.2 29.7 28.8 28.8 27.6 ▲ 1.2 1.3

格差（大企業－中小企業） 2.7 2.8 1.5 1.6 1.7 1.6 1.6 1.5 1.5 2.1 1.8 2.1 2.1 2.1 2.0

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

08年
8月

08年
9月

09年
10月

11月 12月
10年
1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 前月比
ﾘｰﾏﾝ･ｼｮｯｸ前
(2008年8月)
との比較

23.0 22.6 25.8 25.3 23.9 24.2 24.4 25.0 26.8 27.4 27.9 28.9 28.9 28.1 26.8 ▲ 1.3 3.8

26.7 25.6 24.1 23.8 22.5 22.7 23.9 26.2 27.2 27.5 28.9 30.9 30.8 30.4 28.5 ▲ 1.9 1.8

28.9 27.4 23.6 24.1 23.5 24.4 26.5 29.1 31.7 32.5 32.2 34.4 33.9 33.1 31.0 ▲ 2.1 2.1

32.0 30.6 25.5 25.6 24.7 26.1 27.9 30.2 32.4 33.4 34.0 35.3 34.6 34.0 32.9 ▲ 1.1 0.9

28.4 27.3 22.6 22.4 20.9 22.0 23.8 26.3 27.9 30.0 31.1 31.8 31.9 31.0 30.4 ▲ 0.6 2.0

31.7 29.7 23.6 23.0 22.7 24.3 25.6 27.9 29.9 31.3 31.6 33.4 33.3 32.5 30.7 ▲ 1.8 ▲ 1.0

31.2 30.3 24.8 24.4 23.8 25.3 27.0 29.2 31.5 32.2 32.9 33.7 32.9 33.0 32.3 ▲ 0.7 1.1

30.4 30.9 24.1 24.2 22.9 24.6 25.9 28.3 29.5 31.0 31.9 33.0 33.5 32.9 31.6 ▲ 1.3 1.2

30.4 28.6 27.8 26.4 26.0 26.5 27.3 29.3 30.0 31.4 32.4 32.8 32.6 32.5 32.6 0.1 2.2

29.2 29.9 26.1 25.8 25.9 26.9 27.8 29.9 30.8 31.0 31.4 32.1 32.1 32.1 30.5 ▲ 1.6 1.3

9.0 8.3 5.2 4.0 5.1 4.9 4.1 5.2 5.6 6.0 6.1 6.4 5.7 5.9 6.1

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す
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北関東
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8月 9月 10月 8月 9月 10月
36.7 36.2 35.6 ○ 北海道地区は、夏以降の好天で稲作、野菜とも豊作となっている（農協） 33.5 32.8 31.9 ○ スマートフォンへのシフトにより新機種の投入が活発（通信機器卸売）

農・林・水産 × 魚価の低迷と漁獲不振（まき網漁） 卸売 × 中国の繊維製品の価格上昇による悪影響が出始めている（織物卸売）
× 秋鮭・サンマ水揚げ減少に加え、消費の低迷が続いている（漁協） ×
×

×
34.4 34.0 32.6 ○

金融 ×

× エコカー補助金終了で割賦金融の契約件数が減少している（割賦金融） 33.2 31.8 29.6 ○ 秋口に入り、気温の低下とともに売り上げが回復してきた（衣料品小売）

× 雇用環境の低迷が地元経済に悪影響を与えている（信用金庫） 小売 ○ 季節的に風邪関連の商材が動き始めてきた（医薬品小売）

× 景気が回復せず、一般投資家の株式投資意欲が見られない（証券業） ×
25.6 26.0 25.2 ○

建設 ×
○ 住宅エコポイントなどの効果で受注が好調（内装工事）

× 仕事量はあるが請負金額が非常に安く全く利益がだせない（管工事） × デフレによる商品単価の下落と競合激化で厳しい（スーパー経営）

× 36.6 35.3 33.9 ×
運輸・倉庫

× × 顧客からの運賃や倉庫保管料等の値下げ圧力が継続（食品物流）
×

× 都内も業界環境は著しく悪化しており、案件がさらに減少（建築工事）

31.8 33.1 32.6 ○ ×
不動産

○ × 輸出入とも貨物の動きが今期前半と比べ悪くなっている（海運）

33.6 33.1 32.4 ○
× 売却物件の数が少なく、仕入れができない（不動産代理仲介） サービス

×
×

35.9 35.3 33.4 ○
製造 × 中央、地方ともに広告主の出稿減少が続いている（広告代理店）

× ×

× エコカー補助金の打ち切りにより、需要減の傾向にある（人材派遣）

×

×

× 家電が中国など海外生産に移行し、受注がなくなった（金属印刷）

猛暑により夏に成育が悪かった肉豚が10月になっていっせいに出荷され
たため、相場価格が下落した（養豚）

公共事業の総量は激減しているが、社会資本のメンテナンスにともなう橋
梁の補修・補強工事は増加傾向にある（土木・コンクリート工事）

公共土木においては、上半期工事が発注されて一息ついているところだ
が、総量が不足している（土木工事）

案件があっても、皆で取り合いとなり原価割れの金額でないと受注できな
い（電気配線工事）

北陸の繊維産業は輸出関係の仕事が多いので、この円高で相当の打撃を
受けている。内需拡大も進まない現状では対応策も限られており、さらなる
企業淘汰が発生する恐れがでてきた（繊維製品製造）

携帯の新しいデータ通信の本稼働を前にインフラ整備が進んでおり、需要
が拡大している（精密測定器製造）

業界別の景況感「現在」（2010年10月調査分）

業界名 判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

新規の機械受注が全くない。消耗品などのメンテナンス製品でつないでい
るのが現状（金属加工機械卸売）

中国での反日感情の高まりから、生産環境が悪化しており、納期遅れやコ
ストアップにつながっている（靴卸売）

自動車メーカーの減産および海外シフトで部品関連の仕事量がかなり減
少している（燃料卸売）

エコカー補助金が終了後、新車の販売が前年比50％以上、落ち込んでい
る。かなり深刻な状態にある（自動車小売）

海水温の上昇による海産物漁獲高の減少、異常気象による農作物の不作
により、北海道～本州間の物流が減少している（フェリー）

外食チェーン店舗への食材配送業務を主に行っているが、明らかに物量
（店舗からの食材発注量）が落ちている（貨物自動車輸送）

生命保険の銀行窓販が強化され、減少傾向にあった件数・金額がここ数カ
月で増加に転じた。大手生保の直接の営業は減少傾向だが、販路の多様
化、銀行窓販強化で全体としてはやや持ち直し（保険媒介）

判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

業界名

ITコスト削減ニーズの高まりから、ITアウトソースの需要が増加傾向にある。
インターネットデータ（トラフィック量）も年々増加しており、データセンター
需要はしばらく2ケタ成長が続くとみられる（通信）

内需低迷により輸入減少や円高による輸出競争力の低下で、物流量が減
少している（運送）

安売り競争による価格破壊、仕入れ値が安くなっていないのに円高還元
セールに巻き込まれ、食品業界は目も当てられない（食料品小売）

サービス業全般において、消費者金融の貸し出し上限の影響が拡大しつ
つあるように思える（パチンコホール）

製造業中心にIT投資意欲が盛り上がらず受注低迷。案件の延期や中止も
目立つ。金融機関のシステム開発案件も減少したまま（ソフト受託開発）

土地の下落により市場で流通している不動産が少ないため、供給物件は
比較的早くさばけていく（不動産売買）

20代、30代前半の第1次取得者層が、少しずつ土地購入に動き出している
（不動産管理）

管理物件の解約が続いている。テナントの退去も激しい。業界が全体的に
同じような状況にある（不動産管理）

エコカー補助金満了による自動車販売減少の影響を大きく受けている（非
鉄金属製品製造）

猛暑の影響による野菜価格などの原料高と、得意先スーパーのバイヤー
による値下げ要求が厳しい（漬物製造）
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○ 今年の豊作で、来年までやや良い状況が続く（農協） △
農・林・水産 × 売り上げ単価の低下、飼料原料価格の高騰を懸念している（養鶏） 卸売

× 建築用木材の需要の本格的回復はまだ先のことだと思う（森林組合） ×
×

×

△ × 中国リスク、円高・欧米の回復遅れによる輸出減を懸念（産業機器卸売）
金融 × 中国商品の仕入れ価格が上がり始めている（文具・事務用品卸売）

× △ エコカー減税と新型車発売による売り上げ増に期待したい（自動車小売）
小売 ×

×
×

△
建設 ×

×
△

× 民間設備投資の動きが弱い（コンクリート工事） 運輸・倉庫

× △

○ △ 中国との関係はこの先なにが起こるか分からない（海運・陸運）
不動産 ×

○ 都市部での住宅分譲地の販売は好調である（不動産売買） × 円高の進行度合いで顧客の海外シフト加速の懸念がある（人材派遣）

× サービス ×

× 景気が回復しないと、オフィスビル需要も回復しない（建物売買） ×
○ 後発医薬品の使用促進が進めば好影響となる（医薬品製造）

製造 × ×

× ×

× 原料の値上げが予想されるが価格転嫁は困難（プラスチック製品製造）

× 円高による産業空洞化の加速が進むと思われる（自動車部品製造）

× 原料の値上げが予想されるが、価格転嫁は困難（樹脂フィルム製造）

円高で自動車メーカーが国内事業より海外への工場移設計画を先行して
いる。その後は、国内の販売店再編が進むと懸念（自動車小売）

雇用や年金・医療など社会保険の負担増、最低賃金法の改正など企業に
とって厳しい要素ばかりで先行き極めて不安感が強い（スーパー経営）

いまごろ補正予算案の閣議決定では、実行やその後の効果がいつになる
か分からず、遅すぎる（燃料小売）

さらなる円高の進行による生産拠点の海外シフトが進めば、国内物流の低
迷は明らかである（港湾運送）

生産者の高齢化、後継者不足により活力がない。生産性の低下等によるコ
ストアップと相場のギャップに悩む状況が続いている。今後の農業政策の
ビジョンがみえず、先行き不透明感が強い（養豚）

判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

業界別の景況感「先行き」（2010年10月調査分）

エコカー補助金終了や家電エコポイント縮小で先行き不透明。さらに過去
最高に迫る円高が国内生産に多大な影響を与える（機械・器具卸売）

金融円滑化法の期限延長の有無で経営環境が大きく変わるため、先行き
は不透明（事業者向け貸金）

景気全体の回復がみられないと、投資家の資金が株式市場へ入ってこな
い（証券）

地上デジタル放送に切り替わる来年7月までは業務が増加する。ただ、そ
の反動減は懸念される（家電機器卸売）

年末年始・年度末と繁忙期はそれなりに荷動きがあると思われるが、その
後が非常に不透明（貨物自動車輸送）

業界名

内航は少し明るさが見えたが、利益を得られる水準までの収入回復は当面
見込めそうもない。外航は為替動向次第である（海運）

業界名

多くの企業は経費削減による経営改善を実施していることから、設備投資
の意欲は低迷しており、資金需要が回復する傾向にはない（信用金庫）

景気が上向く好材料がないことから、同業者の多くは事業規模が縮小して
いく見込みをたてている（ビルメンテナンス）

判断理由
    （○＝良いと判断した理由、△＝どちらでもない理由、×＝悪いと判断した理由）

欧米など今後の景気がどうなるか分からず、レアアースの輸出禁止など中
国リスクもあり、加えて国内の政治や政策にも明るい見通しはなく、先行き
不透明である（広告ディスプレイ）

車や家電が政策支援の終了・縮小予定にあることで、販売数量が月間3～
4割ほど下がってきている。年末年始にかけて在庫増が見込まれるため、
春先までは景気が悪いと判断している（電子部品製造）

家電エコポイントの終了後の反動減と、円高による国内景気の失速が懸念
される（段ボール箱製造）

仕事が少ないため競争激化に加え、少ない仕事を獲得するため入札物件
の価格競争が強まり、さらなる単価下落となって悪循環にある（警備）

年末・年度末工事はかなりあるものの、来年4月以降の受注見込みは少な
い（内装工事）

円高による製造業の海外シフトが加速され、設備投資関連工事が減少す
るのではとの懸念を抱いている（設備工事）

消費者の先行きの不透明感があるため、現在、やや復調しつつある不動
産への需要意欲が継続しない可能性がある （建物売買）

可処分所得が増加しない状況のなかでは、消費者が衣料品にかけるお金
は今後も増加しない（男子服卸売）

景気低迷からクラインアントの退会が増加傾向にあり、その傾向は今後も
続くとみられる（経営コンサルタント）

日銀の実質ゼロ金利政策により、ローン金利が一段と下がり、また同政策
の効果から景気の緩やかな回復も期待できることから、１年後は「悪い」か
ら「やや悪い」へ改善するものと考えている。（不動産管理）

建設業界では公共投資のさらなる低下が見込まれ、住宅取得層の人口減
少や購入意欲の低下にも歯止めがかからない（建築工事）
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調査先企業の属性 
1．調査対象（2 万2,822 社、有効回答企業1 万1,163 社、回答率48.9％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．調査事項 
・景況感（現在）および先行きに対する見通し 

・経営状況（売り上げ、生産・出荷量、仕入れ単価・販売単価、在庫、設備稼働率、従業員数、時間

外労働時間、雇用過不足感、設備投資意欲）および金融機関の融資姿勢について 

・新卒採用に対する企業の意識調査 

3．調査時期・方法 
   2010 年10 月19 日～ 31 日（インターネット調査） 

 

景気 DI について 

■TDB 景気動向調査の目的および調査項目 
全国企業の景気判断を総合した指標。国内景気の実態把握を主目的として、2002年5月から調査

を行っており、景気判断や企業収益、設備投資意欲、雇用環境など、企業活動全般に関する項目に

ついて、全国2 万社以上を対象に実施している月次の統計調査（ビジネス・サーベイ）である。 

■調査先企業の選定 
全国全業種、全規模を対象とし、調査協力の承諾が得られた企業を調査先としている。 

■DI 算出方法 

DI（ディフュージョン・インデックス〈Diffusion Index〉）は、企業による 7 段階の判断に、それぞれ下

表カッコ内の点数を与え、これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて算出している。 

 

 

 

50 を境にそれより上であれば「良い」超過、下であれば「悪い」超過を意味し、50 が判断の分かれ

目となる。なお、小数点第2位を四捨五入している。また、DIの算出においては、企業規模の大小に

基づくウェイト付けは行っておらず、「1 社1 票」の単純平均の形をとっている。 

■企業規模区分 
企業の多様性が増すなか、資本金や従業員数だけでは計りきれない実態の把握を目的に、中小

企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分している。 
 
 
 
 
 

■景気予測DI 
景気 DI の先行きを予測する指標。ARIMA モデルに、経済統計や TDB 景気動向調査の｢売り

上げ DI｣、｢設備投資意欲DI｣、｢先行き見通し DI｣などを加えた structural ARIMA モデルで分析

し、景気予測DI を算出している。 
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非常に悪い 悪い やや悪い どちらともいえない やや良い 良い 非常によい

( 0 ) ( 1/6 ) ( 2/6 ) ( 3/6 ) ( 4/6 ) ( 5/6 ) ( 6/6 )

0 16.7 33.3
DI=50

判断の分かれ目
66.7 83.3 100

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

571 1,209
668 1,854
709 699

3,710 373
535 835

11,163

（2）業界（10業界51業種）

44 88
139 42

1,538 24
279 14

飲食料品・飼料製造業 373 45
繊維・繊維製品・服飾品製造業 126 58
建材・家具、窯業・土石製品製造業 253 149
パルプ・紙・紙加工品製造業 117 65
出版・印刷 228 7
化学品製造業 422 406
鉄鋼・非鉄・鉱業 516 35
機械製造業 483 12
電気機械製造業 367 9
輸送用機械・器具製造業 99 142
精密機械、医療機械・器具製造業 82 42
その他製造業 102 58
飲食料品卸売業 417 16
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 226 147
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 418 148
紙類・文具・書籍卸売業 127 422
化学品卸売業 336 64
再生資源卸売業 23 220
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 391 90
機械・器具卸売業 1,118 19
その他の卸売業 437 145

35
11,163

（3）規模

2,649 23.7%

8,514 76.3%

(2,360) (21.1%)

11,163 100.0%

(375) (3.4%)

専門サービス業

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

放送業

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

電気・ガス・水道・熱供給業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

人材派遣・紹介業

広告関連業

合  計

中小企業

大企業

その他サービス業

その他

合  計

（うち小規模企業）

その他の小売業

飲食店

電気通信業

（3,168）

卸売

（3,493）

金融

建設

不動産

製造

農・林・水産

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

（492）

サービス

（1,569）

運輸・倉庫

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業


